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独立行政法人国際交流基金の平成18年度の業務実績に関する項目別評定表（本文）

中期目標評価：中期計画において定められた各項目についての達成度を評価する。

事業年度評価：中期計画において定められた各項目についての実施状況を評価する。

S：中期計画の実施状況が当該事業年度において著しく順調である。

Ａ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調である。
Ｂ：中期計画の実施状況が当該事業年度においておおむね順調である。
Ｃ：中期計画の実施状況が当該事業年度においてやや順調でない。
Ｄ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調でなく、業務運営の改善等が必要である。

中　期　計　画　の　各　項　目 小　項　目　の　評　定　方　法 委員会評定

大　　項　　目 中　　　項　　　目 小　　　項　　　目 評　定　指　標 小項 中項 中項目に対する評定の決定理由等

１　業務運営の効率
化に関する事項に関
する目標を達成する
ためとるべき措置

(１)業務の合理化と経費
節減

一般管理費に関する業務の効
率化と経費節減（中期計画期
間の最終年度までに平成14年
度に比べて1割相当額の削減）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#1 #1 　中期計画で示された定量指標
が達成されるとともに、18年度の
一般管理費の実績額は、目標で
ある14年度比1割に相当する額の
削減を達成したことなどから、中
期計画の実施状況は順調であ
る。
　他方、事務所借料以外の管理
費、特に役職員給与費の削減に
さらに努力すべきである。その
際、特別都市手当や学歴を考慮
に入れても依然として高いと思わ
れるラスパイレス指数について、
国家公務員との給与格差が問題
視されている状況に鑑み、今後の
同指数の差異に対する継続的な
対応も必要である。
　また、海外事務所への権限委譲
等により事業実施体制の効率化
を図る場合には、経費の効率化
の観点も踏まえて取り組む必要
がある。
　更に、附属機関の施設管理契
約については公募プロポーザル
方式から一般競争入札への移行
を検討すべきである。

国内事務所借料の平成14年度比
20％程度の削減 Ａ

海外事務所借料の平成14年度比
15％以上の削減

その他（IP電話導入、国内の定期
刊行物等の整理統合による印刷経
費の節減、及び光熱水料節約、廃
棄物減量化、ﾘｻｲｸﾙ推進）

運営費交付金関連の業務経費
の効率化と削減（毎事業年度
1％以上の削減）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#2

Ａ

国内附属機関における日本語教育
専門員経費の見直しを含む管理運
営経費の削減

Ａ

その他の業務経費の削減計画（外
部団体の連携促進による経費削
減、海外事務所での競争促進、IT
活用による印刷費、輸送費等の軽
減、試験実施費用等の削減等）
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(2)組織運営における機
動性、効率性の向上

機構改革により「文化芸術交
流」、「日本語教育」「日本研
究」の三つの事業分野に再編。
国民各層の国際文化交流事業
への参加を推進するための新
たな事業部門を設置し、目的達
成に最も機動的かつ効率的な
事業体制を構築する。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#3 #2 　より効果的、機能的な事業実施
体制の構築、企業との連携強化、
公募申請者の満足度調査を通じ
た業務改善努力など体制作りが
行われている。また、事業ニーズ
により即した効率的配置を促進し
た機構改革後の体制で、職員の
計画的配置を行っている他、研修
件数や外部との人事交流件数
も、インターン受入が着実に増加
し成果を挙げている。
　以上から、中期計画の実施状況
は順調であると言える。
　他方、海外事務所への権限委
譲等により事業実施体制の効率
化を図る場合には、経費の効率
化の観点も踏まえて取り組む必
要がある。また、民間との連携の
展望、協働のメリットを常に考える
べきである。
　人事については、異動、配置、
研修の効果をモニターして常にシ
ステムの進化改善を考える必要
がある。職員の計画的配置という
場合、各事業部門を計画的に経
験させることと、一つの事業部門
の将来のリーダーを養成すること
の２面があるのでそのバランスに
留意すべきである。研修の成果に
ついて公表するなど、透明性を確
保することと併せて十分な成果が
挙げられたかどうかの検証を行っ
ていく必要がある。

機構改革の実施状況 Ａ
機構改革による事業の効果的な実
施の状況
機構改革による業務の効率化の状 Ａ

職員の計画的配置及び研修・
人事交流等による職員の専門
性向上を通じた組織の専門性・
効率性の向上

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#4

職員の計画的配置・研修・人事交
流の実施状況

Ａ

職員の計画的配置・研修・人事交
流による業務の効率化の状況
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(3)業績評価の実施 各事業の目的・成果・評価方法
の明確化及び受益者層・外部
有識者による評価の実施

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#5 #3 　全てのプログラムで事業プロセ
スで収集する評価指標を定めると
ともに、事業効果の国別測定のた
めの新たな評価手法開発のため
の調査分析を実施してきており、
適切な評価指標の設定に取組ん
でおり、中期計画の実施状況は
順調である。
　同時に適切な評価実施にはな
お課題があり、専門家によるプロ
グラム評価について結論だけでな
く、結論に至るプロセスについて、
HP等により情報公開する必要が
ある。
　また、変化著しい現代におい
て、既存事項の定量的評価だけ
では、新次元において、遂行すべ
き事業、提案すべきサービスに新
機軸を欠くため、新しい価値の創
造とプログラム化を可能にする包
括的、定性的評価の模索が必要
である。今後は、調査を生かして
国別評価手法の開発を含め適切
な評価手法確立へ向けた更なる
努力の継続を期待するとともに、
「評価のための有識者委員会」に
ついて単に事業の妥当性を評価
するだけでなく、フィードバックの
役割も持たせる等役割を改めて
明確化すべきである。

指標設定の状況 Ａ Ａ
評価データの収集状況

外部評価の実施状況（外部専門家
の選定方法も含む）
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２　国民に対して提供
するサービスその他
の業務の質の向上

(1) 国際文化交流に係る
外交政策を踏まえた事
業の実施

外交上必要な事業への限定、
在外公館との協議による国別
ニーズを把握した事業の実施、
外交上重要な文化事業の実施
を求められた場合の協力、我
が国対外関係への配慮

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#6 #4 　外務省と協議の上、事業の「選
択と集中」を行うと共に、重点周
年事業に重点的に事業を行って、
大型文化事業に積極的に対応
し、在外公館からも高い評価を得
た。また、在外公館要望の特記事
項案件の実施率も引き続き８割を
保っていることから、中期計画の
達成は順調である。
　在外公館との共催の大きなテー
マからの大型文化事業が評価さ
れるが、準備時間と事業費などの
透明性が必要である。

外交上必要性の高い事業への「選
択と集中」

A A

在外公館との協議による国別ニー
ズを把握した事業の実施、在外公
館の合理的要望の実施による海外
事務所の無い国での事業実施に
在外公館による評価
外交上重要な文化事業の実施
我が国対外関係への配慮

(2)効果的な事業の実施 所期目的が達成された事業、
社会情勢等の変化により政策
的必要性が弱まっている助成
等事業、費用対効果が小さい
事業の縮小・改廃・見直しを行
う。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#7 #5 　「新たなニーズへの移行」「厳選
した実施」「助成事業から、より主
導的な共催事業への移行」「縮
小・廃止」の各項目について、中
期計画の通りに実施されている。
政策的必要性・費用対効果の検
討に基づく、事業プログラムの縮
小・再編も、外交上の必要性に
沿って重点化する方向で引き続き
進められており、スクラップ＆ビル
ドを図る等中期計画の実施状況
は順調である。
　他方、プログラム数の削減、統
合によってどのような効果があっ
たかにつきもう少し議論が可能で
あり、また、対応するコストについ
てもあわせて表示すれば、効率性
の観点からの理解も可能となると
考えられる。

中期計画に明記されている各プロ
グラムの実施状況

Ａ Ａ

事業の政策的必要性・費用対効果
の見直しの状況
平成14年度と比べて事業プログラ
ム数10％以上の削減
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必要がある

(3)国民に対して提供す
るサービスの強化

インターネット、出版物等を通じ
た事業の積極的広報、国民の
窓口となる部局の設置

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#8 #6 　新たに一般向け情報提供・広報
のための施設（ＪＦＩＣ）をオープン
し、広報実施体制を強化した。ま
た、基金のHPのアクセス数は目
標を大きく上回っており、ウェブサ
イトのインタラクティブ性等の試み
が外部で高く評価を受けた他、韓
国語版の基金紹介ＤＶＤの作成、
プレスリリース数が大幅に増加し
た。他団体との連携については、
企業との連携による外部資金導
入等、民間企業を始め関係方面
との連携の強化のために新しい
取組みを始めている他、昨年度委
員会指摘を踏まえて事業連携の
定量分析を実施した。
　以上から、中期計画の実施状況
は順調である。
　他方、広報については、イベント
の周知・参加を促すだけではな
く、関係各界・各層にに対して基
金活動の意義等を理解させるた
めの多面的なアプローチが必要
である。また、事業予定・成果だ
けでなく事業評価についても、有
識者評価のみならず専門家によ
る評価も積極的な開示につき検
討が必要である。他団体との連携
については、積極的な費用対効
果は出ているものの、活動の正確
な記載は可視化されておらず、重
要な事業の計画に際して、効率
性・有効性の観点から事前評価を
行い、事後的に検証するデータ収
集を整備するよう努力する必要が
ある他、実施案件の数だけでな
く、プログラムの性格、カテゴ
リー、基金活動の中での位置づけ
と今後の展望が必要ではないか。
また、文化庁、ＮＰＯ、地方自治体
との連携を更に積極的に進める

実施体制の整備 Ａ Ａ
関連業務の拡充の状況（照会対応
数の増加、プレスリリース数の増
加、ウェブ掲載情報量の増加、JF
サポーターズクラブ等）

関係省庁、他の国際交流関係
機関、団体と連携し、共済、協
力、情報共有・情報交換等を通
じて、国際交流事業が実施しや
すくなるような環境作りに努め
る。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#9

　 他団体との連携の実施状況

Ａ

　 外部団体の連携促進による経費削
減
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３　予算、収支計画及
び資金計画

(1)予算(2)収支計画(3)資
金計画

資金の運用については、外貨
建債券による運用を視野に入
れつつ、原則、安全かつ有利な
運用により収入確保に努力す
る。なお、外貨建債券による運
用及び管理に関しては適正な
執行が行われるよう所要の体
制整備を図った上で実施する。
また、各事業年度における適切
な効率化を見込んだ予算によ
る運営を行う。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#10 #7 　計画を上回る収入を得ると共
に、通貨変動リスクへの対応の観
点から外貨運用割合の積み増し
を検討するなど中期計画の実施
状況は順調である。
　他方、交付金漸減の中で、事業
費確保の観点から、引き続き交付
金以外の収入の増加を図る必要
がある。特に、日本語事業につい
ては、日本語能力試験の複数回
化等により、収入の更なる増加を
図る必要がある。運用収入、寄付金収入等、自己収

入の確保状況
Ａ Ａ

支出予算の執行状況
４　短期借入金の限
度額

短期借入金の計画なし 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#11 #8

５　重要な財産の処分 なし 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#12 #9

６　剰余金の使途 決算において剰余金が発生し
た時は、必要な事業経費に充
てる。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#13 #10
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７　その他省令で定め
る業務運営

(1)人事管理の為の取り
組み

人事評価制度を、組織の目標
達成と人材育成に主眼を置い
た能力評価と目標管理の二つ
の評価手法に基づく制度に改
革、職員の能力・実績の公正な
評価、及びその結果の処遇へ
の反映、適正な人事配置、職
員の能力開発、意識改革など
を通じた組織の活性化
（参考１）イ　期初の常勤職員
数　　227人　ロ　期末の常勤職
員数　　224人
（参考２）中期目標期間中の人
件費総額見込み　9,121百万円
ただし、上記の額は、役員報酬
並びに職員基本給、職員諸手
当、休職者給与、派遣職員給
与及び役職員の法定福利費に
相当する範囲の費用である。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#14

　Ａ

#11

　Ａ

　能力評価・実績評価を基本とす
る組織設立以来はじめての抜本
的な人事制度改革を18年度に実
施した。本改革は、職員の意識変
革と組織の活性化をもたらすとと
もに、人事評価制度の運用や、外
部との人事交流、外部人材の積
極的登用も引き続き進んでいるこ
とから、中期計画は順調な実施状
況と言える。
　他方、その実施状況、職員の意
識改革・組織の活性化という目的
の達成度や新人事評価制度の具
体的な効果を見極める必要があ
る。さらに、どのように定着し機能
しているか、個人の仕事及び評価
に対する満足度などを今後継続
的に調査していくことが必要であ
る。

人事評価制度改革の実施状況

人員配置、能力開発、意識改革等
組織活性化の為の取り組み
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(2)施設・設備の改修 長期的視点に立った施設・設
備の保守・管理、研修、各種活
動の充実、快適な研修環境や
機能の確保の観点から、必要
な施設・設備の改修等の計画
的な実施、効率的な運営

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#15-1

　　Ａ

#12 　施設・設備の改修については、
公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙを採用、効率化
に努めるとともに、防災面にも対
策を講じている。また、関西国際
センターの宿泊施設稼働率は前
年に比べ上昇しており、また、施
設・設備の運営においては、両セ
ンターとも地域との交流などによ
り、研修効果向上と施設有効利用
をある程度図っていることから、
中期計画の実施状況はおおむね
順調である。
　他方、施設管理契約については
更に公募型プロポーザル方式か
ら一般競争入札方式への転換を
検討すべきである。また、日本語
国際センターは前年度の稼働率
を下回っており、更なる稼働率の
向上にむけての努力、及び両セン
ターの認知度を高めるための効
率的な広報も必要である。

検討状況、実施状況 B
(3)施設・設備の運営 長期的視点に立った施設・設

備の保守・管理、研修、各種活
動の充実、快適な研修環境や
機能の確保の観点から、必要
な施設・設備の改修等の計画
的な実施、効率的な運営

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#15-2

　　Ｂ

運営状況
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中期目標評価：中期計画において定められた各項目についての達成度を評価する。
事業年度評価：中期計画において定められた各項目についての実施状況を評価する。

S：中期計画の実施状況が当該事業年度において著しく順調である。
Ａ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調である。
Ｂ：中期計画の実施状況が当該事業年度においておおむね順調である。
Ｃ：中期計画の実施状況が当該事業年度においてやや順調でない。
Ｄ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調でなく、業務運営の改善等が必要である。

中　期　計　画　の　各　項　目 小　項　目　の　評　定　方　法 委員会評定

大　　項　　目 中　　　項　　　目 小　　　項　　　目 評　定　指　標 小項目中項目中項目に対する評定の決定理由等
２　国民に対して提供
するサービスその他
の業務の質の向上

文化芸術交流の促進 文化芸術交流の促進（基本方
針）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#16 #13

外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」

Ａ

企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況
文化芸術交流に関する情報収集・
発信・ネットワーク形成

人物交流、市民青少年交流、
文化協力（諸施策）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#17

人物交流事業の実施状況
文化芸術分野における国際協力事
業の実施状況
市民・青少年交流事業の実施状況
被派遣者・招聘者等の事業対象も
しくは観客、研修参加者等の裨益
者の７０％以上から有意義という評

A Ａ

内外メディア､論壇等での報道件数
外部専門家によるプログラム毎の
評価

独立行政法人国際交流基金の平成18年度の業務実績に関する項目別評定表（別添）

  外交上重要な地域に対する事
業や外交上の周年事業に配慮し
ており、新しい事業の手法・形態
による効果的な事業の開発に
よって、効果・効率の増大を図り、
各評価指標においても適切な対
応がなされている。また、人物交
流、文化協力、市民･青少年交流
の各事業とも、着実に実施されて
おり、ほぼ全てのプログラムで
90％以上の事業裨益者から有意
義との評価を引き続き得た他、昨
年度委員会指摘を踏まえて市民
青少年交流事業に力を入れるな
ど、中期計画は順調な実施状況
であると言える。
　他方、文化庁等との連携強化な
どが今後の課題であり、基金の主
体的な事業との適切な調整が望
まれる。また、アンケート調査（特
に経年比較）や外部専門家による
評価については、一層の客観性
が求められる。

9



中長期的な効果が現れた具体的な
エピソード

文化芸術交流（諸施策） 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#18

造形芸術交流事業の実施状況
舞台芸術交流事業の実施状況
映像出版事業の実施状況
観客等の裨益者の７０％以上から
有意義という評価を得る

A

内外メディア、論壇等での報道件
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード
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海外における日本語教
育、学習への支援

日本語教育・学習支援（基本方
針）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#19 #14

外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」

Ａ

企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況

A

日本語教育の総合的ネット
ワーク構築、日本語能力試験

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#20

海外日本語教育の総合的ネット
ワーク構築のための努力の実施状
海外日本語教育に関するホーム
ページへのアクセス数
派遣先機関・支援対象機関の７
０％以上から有意義という評価を

Ｓ

日本語能力試験実施地及び受験
者数の増加
試験結果に係る外部有識者による
評価の実施及びその結果の試験
の内容への反映
外部専門家によるプログラム毎の
評価

海外日本語教師に対する施策 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#21

海外日本語教師の研修事業の実
施状況
教材開発･供給、教材開発支援の
実施状況

A

研修生及び派遣先機関・支援対象
機関の70％以上から有意義という
評価を得る
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

　全世界対象に日本語普及事業
のバランス、相手国の日本語普
及発展段階別の事情に配慮し、
外交上のニーズを踏まえた事業
展開を図り、日本語教育スタン
ダード開発など期待される高い効
果を十分に考慮した企画立案を
行っている他、外部資金との効果
的連携や欧州における日本語の
相対的地盤沈下に対応して「欧州
日本語教師会」等と連携して横断
的研修会を開始した。また、海外
日本語教育機関強化のための各
種事業をさらに積極展開してお
り、経費効率の良い海外日本語
教育機関強化施策が始められる
等様々な団体との連携がとられ
ている。米国のA P制度への日本
語導入など、政策的に重要な支
援を行った具体的成果が出てお
り、日本語能力試験は、海外の受
験希望者のニーズに応えた他、
現地受験料還元額も大幅増加さ
せ、経費効率面も改善が顕著で
ある。
　日本語教師研修事業は着実に
実行されており、課題であった長
期研修以外の研修プログラムの
個人別達成度評価も導入され、
中等教育段階学習者向けの教材
開発についても、十代を意識した
アニメ等取り入れた新ＴＶ日本語
講座の利用が始まっている。研修
事業は着実に実行されて参加者
の満足度は高く、個人の研修成
果の評価体制が出来ている。概
ね８割以上が目標達成しており、
外交官研修等で、事業の成果が
我が国の外交に有益な効果をも
た る
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海外日本語学習者に対する施
策

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#22

海外日本語学習者に対する研修
の実施状況
研修生の70％以上から有意義とい
う評価を得る

A

外部専門家によるプログラム毎の
海外日本語学習者を対象とした長
期研修における研修の開始時と終
了時での日本語能力の向上の評
海外日本語学習者を対象とした研
修において研修生の研修成果の発
表・公開を年１回以上実施する。

中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

たらしている。
　以上から、中期計画の実施状況
は順調である。
　他方、効率性は評価されるもの
の、むしろ、人的資金的な拡大の
可能性を探るとともに日本語教育
初級レベルにおける市民レベル
等での文化交流事業との連携
や、他国による自国語普及活動
の状況を勘案した効果的な活動
が必要である。また、アンケート
調査（特に経年比較）や外部専門
家による評価については、一層の
客観性が求められる。
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海外日本研究及び知的
交流の促進

海外日本研究の促進 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#23 #15

外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」
企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況

A

機関支援型事業の実施状況
研究者支援型事業の実施状況
海外の日本研究の現況と課題を研
究者数、論文数等の定量的な分析
に加え、対日関心の分野の変化等
質的な面にも踏み込んだ現状把握
の実施状況
支援対象機関及び研修事業にお
いて７０％以上から有意義という評

A

外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

知的交流の促進 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#24

　 外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」

A

企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況
地域的特性に応じた事業の実施状
支援対象機関及び研修事業にお
いて７０％以上から有意義という評
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

　海外日本研究の促進について
は、事業の「選択と集中」におい
て一定の進展を見た。また、民間
からの資金協力確保等経費効率
が考慮されている。また、知的交
流の促進についても、外交上の
必要性に応じた重点化が現れて
おり、中期計画の実施状況は順
調である。
　他方、海外日本研究における現
状の整理、知的交流における
ニーズ把握とその反映状況につ
いての検討が必要を要する。ま
た、アンケート調査（特に経年比
較）や外部専門家による評価につ
いては、一層の客観性が求めら
れる。
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国際交流情報の収集・
提供及び国際文化交流
担い手への支援等

国際交流情報の収集・提供及
び国際文化交流担い手への支
援等

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#25 #16

日本に係る各種照会への対応
英語版ウェブサイト等を通じた海外
への広報
ホーム・ページを通じた情報提供
情報誌等を通じた情報提供 Ａ Ａ
国際交流を行うために必要な調査
及び研究の実施状況
外部専門家によるプログラム毎の
支援対象機関において７０％以上
から有意義という評価を得る
国内に於ける国際文化交流の増進
を図るための国際交流団体への各
種支援の実施状況
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

　新しいＪＦＩＣスペースは順調に
運営されており、また、18年度制
作のアーティスト・イン・レジデン
ス情報のデータベースは、ウェブ
サイトで公開されており、国際文
化交流機関としての情報提供の
役割を果たしている他、機関誌
『遠近』の販売数も一定の増加が
あり中期計画の実施は順調であ
る。
　他方、ライブラリー利用者数は
大勢とは言えず、その在り方に関
して検討が必要。また国際交流
情報の受け手、担い手は若年層
が多く、今後は全年齢層、企業を
含むセクターに拡大する必要が
ある。また情報発信ツールの複合
化、高度化も必要である。さらに、
国内における国際交流団体への
支援の一環として姉妹都市交流
他、地方自治体の国際交流活動
との連携・共催を行っていくべきで
ある。
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その他 海外事務所・京都支部の運営
状況

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#26 #17

海外事務所等によるインクワイア
リーへの対応、海外事務所等ウェ
ブサイトへのアクセス数他　各事務
所ごとの情報発信状況
現地関係団体との連携による効果
的実地等、各事務所事業の実施状

Ａ Ａ

国際交流基金事業の当該国・地域
に於ける広報
在外公館による評価
外部有識者による評価

国際文化交流のための施設の
整備に対する援助

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#27

特定寄附金受入れ及び特定助成
金交付の状況

A

外部有識者による評価

　海外事務所・京都支部ともに
サービス利用度は全体として前
年より上回っており、現地機関と
の協力・連携による経費の効率
化も実施した。HPアクセスは全体
として伸び、事務所活動の報道も
大幅増加した。また、寄付金受入
等に関しては、外部有識者審査
委員会を２回開催、申込みのあっ
た案件を審議に付して透明性、客
観性の確保への努力も払われて
いる。
　以上から、中期計画の実施状況
は順調である。
　他方、現地権限委譲により可能
となった業務の合理化、経費の削
減、事業設計の高度化をさらに推
進すべきである。また、ＨＰアクセ
ス数が減少した事務所について
は、その理由について分析する
必要があり、京都支部ライブラ
リーサービスは１日当り貸出数が
３冊弱であり今後の継続の可否を
含め検討する必要がある。
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アジア大洋州地域 アジア・大洋州地域 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#28 #18

当該地域での外交上の必要性の
高い事業への対応

Ａ Ａ

特記事項他外務省側具体的要望
の実施状況
在外公館による評価

米州地域 米州地域 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#29 #19

当該地域での外交上の必要性の
高い事業への対応

Ａ Ａ

特記事項他外務省側具体的要望
の実施状況

在外公館による評価

従来に引き続き、各指標において
順調に事業が進められており、新
しい試みの知的交流プロジェクト
が高い評価を得るなど各種の個
別成果も見られる。また、米国の
地方都市における日本理解増進
のための事業実施や「中南米日
本研究協会」設立など、中期計画
の実施状況は順調である。
　他方、事業の十分事前の周知、
事業の成果の可視化を図る必要
がある。また、アメリカの支配層、
メディアに最近みられる日本への
意識変化に対応した事業展開を
進める必要があるのではないか。

　中国における反日感情の高まり
への対応策として、中国人高校生
の招聘や｢ふれあいの場｣設置準
備など我が国の外交上の必要に
直接対応する事業を活発に進め
ており相当程度高く評価できる。
また、2007日中文化・スポーツ交
流年関連公演事業や日本語能力
試験の拡充でも顕著な事業成果
を挙げた。この他、日韓文化交流
5カ年計画、日本‐南アジア文化
交流5カ年計画の策定や、ニュー
デリー事務所の日本文化セン
ター化、東南アジア総局機能の準
備等、中長期的視点からの戦略
的アプローチの強化及び体制整
備も行っており、中期計画の実施
が順調であった。
　他方、その成果の検証など今後
のフォローが重要と考えられる。
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欧州・中東・アフリカ地域 欧州・中東・アフリカ地域 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#30 #20

当該地域での外交上の必要性の
高い事業への対応

A A

特記事項他外務省側具体的要望
の実施状況

検討状況、実施状況

　従来に引き続き、各指標におい
て順調に事業が進められている。
　既にＪＩＣＡ協力隊員との連携な
ど成果を上げているアフリカでの
事業を一層進める余地がある
他、中央アジア、中東、北アフリカ
を長期目標をもった戦略地域とし
て捉えて事業拡大を図ると共に、
欧州における日本ポップ・カル
チャーへの関心の高まりを踏まえ
た若年層向け事業の展開を検討
するべきである。
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